様式第1号
北海道農商工連携ファンド助成金助成事業計画書

平成　　年 　月 　日　
北海道商工会連合会長　様
　　　　　　　　　　　　　計画書提出者（中小企業者）

　　　　　　　　　　　　　　所在地   

　　　　　　　　　　　　　　名　称   

　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　 ◯
計画書提出者（農林漁業者）

　　　　　　　　　　　　　　所在地   

　　　　　　　　　　　　　　名　称   

　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名  　　　　　　　  ◯
事業計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成３０年度において、「北海道農商工連携ファンド助成金」の交付を受けて、標記の事業を行ないたいので、あらかじめ審査を受けたく、下記のとおり助成事業計画書を提出します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　事業計画　別添「北海道農商工連携ファンド助成金に係る助成事業計画」のとおり
２　助成金交付申請予定額　　　　　　　　　円
（平成　 年　月  日～平成   年  月   日　　　　　　　 円）
注　助成事業計画書には、次の書類を添付してください。
(1) 申請者概要書（別紙１）

(2) 北海道農商工連携ファンド助成金に係る助成事業計画（別紙２）

(3) 経営計画及び資金調達計画（別紙３）

(4) 助成事業明細書（経費配分）（別紙４）

(5) その他、必要な資料
別紙１

申請者概要書
【中小企業者等】

	企業名(商号又は法人名)
	

	代 表 者
	EQ \* jc2 \* "Font:明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(（ふりがな）),氏名)
	

	
	住 所
	

	
	電 話
	
	FAX
	

	
	E-mail
	
	

	事業所の所在地等
	所在地
	〒



	
	電 話
	
	FAX
	

	設立登記年月日
	　　　  年    月    日
	決算期
	　　　　     月

	資 本 金
	　　　　　　　        千円
	業　種
	

	従業員数
	　　　　　　　　　    人
	法人から出資を受けている場合、企業名と出資比率を記入下さい。
	出資企業名(出資比率%)
1        (   %)

2        (   %)
3        (   %)
· 法人からの出資はありません


	主たる事業内容


	
	
	

	企業の沿革
	

	この事業の主担当者


	役職
	
	氏名
	

	
	電話
	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	※添付書類


	共通
	・事業に必要な許認可等の取得が確認できるもの又は取得が見込まれることを証するもの

	
	法人
	・直近時の決算書

・商業登記簿謄本(登記事項証明書)の写し

・定款の写し

	
	個人
	・住民票（抄本）

・直近の決算書、納税証明書の写しなど


1 業種は主たる事業の業種で、日本産業分類に準拠

2 従業員数は常用労働者のみを記入
3 主担当者名は代表者と同じであれば記入不要です

別紙１（様式第１号添付書類）
申請者概要書
【農林漁業者】

	企業名(商号又は法人名)
	（個人以外の場合に記載）

	代 表 者
	EQ \* jc2 \* "Font:明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(（ふりがな）),氏名)
	

	
	住 所
	〒



	
	電 話
	
	FAX
	

	
	E-mail
	
	

	事業拠点の所在地
	

	設立登記年月日
	年　月　日　　　決算期　月
	（左記2欄は法人の場合のみ記載）

	資 本 金
	　　　　　　　　　　　　　　千円
	

	従業員数
	　　　　　                  人

	主たる事業内容

（経営の沿革、概要）

	（経営耕地面積、生産農産物や漁獲の種類、飼養頭数等を記載）



	この事業の主担当者


	役職
	
	氏名
	

	
	電話
	(    )
	FAX
	(    ) 

	
	E-mail
	

	※添付書類
　
	共通
	・事業に必要な許認可等の取得が確認できるもの又は取得が見込まれることを証するもの

	
	法人
	・直近時の決算書

・商業登記簿謄本(登記事項証明書)の写し

・定款の写し

	
	個人
	・住民票（抄本）

・直近の決算書、納税証明書の写しなど


①従業員数は常用労働者のみを記入

②主担当者名は代表者と同じであれば記入不要です

（別紙２）（様式第１号添付書類）
北海道農商工連携ファンド助成金に係る助成事業計画
１　助成事業の全体計画
	（１）事業計画名
	

	（２）事業の実施期間
	平成　　年　　月　～　平成　　年　　月

	（３）事業の目的・必要性　
	

	(4)

事　

業

内

容


	下記事項について簡潔に記載すること。
○事業実施の背景、取組経過

○事業の実施項目・スケジュール

○組織体制、協力体制（地域の協力・支援体制）、外部提携・連携先の概要



○その他、事業に係る事項



	(5)

マ

 |

ケ

テ

ィ

ン

グ
	○新商品・サービスの内容

【新商品・サービスはなんですか?内容を具体的に記入して下さい。】

【新商品・サービスの新規性についてご記入下さい。】



	
	○対象とする顧客層とニーズ

【市場の対象エリア、ターゲットとニーズにどのように対応するのか具体的に記入して下さい。】



	
	○販売戦略

【商品化された時に想定している価格、どのように提供・販売促進をするのか】

【新商品・サービスの優位性について記入して下さい。】



	
	○新商品・サービスの市場性・将来性

【市場の規模、将来の発展性について記入して下さい。】


	(6)事業化の実現性について
	【新商品等を開発するために問題や課題はありますか。】


	(7)事業の効果
	


(8)スケジュール

	助成年度分

	取組項目
	

	
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　　月
	　　月
	　月

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


別紙２－２（様式第１号別紙２添付書類）

　　　　　　　　　　連携体の取組内容等

	

	氏名又は名称

法人は、代表者の職氏名
	活用する

経営資源
	当該助成事業に係る具体的実施内容
	目標・期待

される効果
	連携体内での役割

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）「連携体内での役割」には、役職等を記載するものとし、「代表者」、「事務局」、「会計責任者」について、必ず記載すること。

※代表者選任、合意書類を添付すること

（別紙３）（様式第１号添付書類）

売上・経営計画

【中小企業者】　（事業者名：                　　）　　　　　　　　(単位：千円)

	
	直近期末
	3年後
	5年後

	 売上高
	
	
	

	
	助成事業に係る売上高
	
	
	

	主な経費
	
	
	

	
	材料費　　　
	
	
	

	
	人件費　　　A
	
	
	

	
	減価償却費  B
	
	
	

	
	外注費
	
	
	

	
	販・管費(Aを除く)
	
	
	

	
	その他費用
	
	
	

	営業利益　　　C
	
	
	

	付加価値額    D

(A+B+C)
	
	
	

	従業員数      E
	
	
	

	一人当たりの付加価値額 (D/E)
	
	
	


【農林漁業者】（事業者名：　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　(単位：千円)

	
	直近期末
	3年後
	5年後

	 売上高
	
	
	

	
	助成事業に係る売上高
	
	
	

	主な経費
	
	
	

	
	材料費　　　
	
	
	

	
	人件費      A
	
	
	

	
	減価償却費  B
	
	
	

	
	外注費
	
	
	

	
	販・管費(Aを除く)
	
	
	

	
	その他費用
	
	
	

	営業利益　　　C
	
	
	

	付加価値額    D

(A+B+C)
	
	
	

	従業員数      E
	
	
	

	一人当たりの付加価値額 (D/E)
	
	
	


（注１）中小企業者、農林漁業者それぞれが作成すること。

（別紙４）（様式第１号添付書類）
助成事業明細書(経費配分)
（代表事業者名：　　　　　　　　　　　　　）

平成　年　月　日～平成　年　月　日

　　（単位：円）
	助成対象経費区分
	助成対象経費

（税抜き額）
	経費の積算明細

	経費

区分
	対象経費
	
	

	謝金
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	

	旅費
	
	
	

	
	
	
	

	　　　　　　　 小計
	
	

	試作・

実験費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	

	事業費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	

	　　　　　合　計　 　　（Ａ）
	
	助成率　１／２・２／３
(該当するものを○で囲んで下さい。)

	うち助成金交付申請予定額

　　　　　　　　　　（Ｂ）
	
	（Ｂ）＝（Ａ）×助成率
(千円未満切り捨て)

	うち自己資金額　　　 （Ｃ）
	
	（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）

	（自己資金調達先の内訳）
	売上金・預金等充当
	
	

	
	金融機関借入
	
	＊借入予定先

　　　　　　　銀行・信金・信組

	
	その他
	
	＊内容




注１　項目が多岐に亘る場合、適宜行を追加して記載してください。
２　助成事業の実施期間が複数年度にわたる場合には、適宜用紙を追加して年度ごとの内訳がわかるようにしてください。

（別紙４―２）（様式第１号添付書類）
２．(        年度)事業の実施方法について(経費明細書の具体的内訳)
	謝金
	【どの分野に対して専門家の指導を受けるのか具体的に記入下さい。】


	旅費
	【旅費(目的、必要性等)について記入下さい。】



	試作

・実験費
	【試作・実験に関する内容を具体的に記入下さい】



	事業費
	【事業費の内容について具体的に記入下さい。】




（別紙４）（様式第１号添付書類）
助成事業明細書(経費配分)
（代表事業者名：　　　　　　　　　　　　）

平成　年　月　日～平成　年　月　日

　　　　（単位：円）
	助成対象経費区分
	助成対象経費

（税抜き額）
	経費の積算明細

	経費

区分
	対象経費
	
	

	謝金
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	

	旅費
	
	
	

	
	
	
	

	　　　　　　　 小計
	
	

	試作・

実験費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	

	事業費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	
	

	　　　　　合　計　 　　（Ａ）
	
	助成率　１／２・２／３

(該当するものを○で囲んで下さい。)

	うち助成金交付申請予定額

　　　　　　　　　　（Ｂ）
	
	（Ｂ）＝（Ａ）×助成率

(千円未満切り捨て)

	うち自己資金額　　　 （Ｃ）
	
	（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）

	（自己資金調達先の内訳）
	売上金・預金等充当
	
	

	
	金融機関借入
	
	＊借入予定先

　　　　　　　銀行・信金・信組

	
	その他
	
	＊内容




注１　項目が多岐に亘る場合、適宜行を追加して記載してください。
２　助成事業の実施期間が複数年度にわたる場合には、適宜用紙を追加して年度ごとの内訳がわかるようにしてください。

（別紙４―２）（様式第１号添付書類）
２．(        年度)事業の実施方法について(経費明細書の具体的内訳)
	謝金
	【どの分野に対して専門家の指導を受けるのか具体的に記入下さい。】


	旅費
	【旅費(目的、必要性等)について記入下さい。】



	試作

・実験費
	【試作・実験に関する内容を具体的に記入下さい】



	事業費
	【事業費の内容について具体的に記入下さい。】
































